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1. はじめに
村 田 安 雄
生活環境の快適性 (amenity)は消費者の厚生 (welfare)の中で無視できない要因であり，快適
な施設を一つの公共財とみなして，その量を消費者効用に影響する変量と考えることは，環境の経
済価値を評価するための基本となっている。例えば岡 (1997)や栗山 (1998)の環境経済学の著作
はそのような基本から理論を展開し，評価手法を論じている。
前記の公共財を減少させるようなプロジェクトに対して，それを中止させるために消費者が支払
ってよいと考える最高額を「支払意志額」と呼び，またこのプロジェクトが実施された場合に，そ
れ以前と同じ効用水準に戻るために，消費者が要求する補償の最低額を「受入補償額」と名付ける。
現実に受入補償額は支払意志額よりも大きい場合が多く，その差額は相当に違っている。この現実
を説明する理論を最近ようやく Hanemann(1991)が一応完成させたと考えられるので，このノー
トは主として彼の分析を解説することに当てられる。
＊本研究は平成11年度関西大学学部共同研究費によって行われた。
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第2節で両概念を図解し，第3節ではそれを数式で示す。第4節で両概念が同一の値になる特殊
な場合を論じた後，第5節は公共財の仮想価格を導入し，以下第10節までその需要関数の分析等が
行われて，最後に両概念の差額の近似値が導出される。そして第11節では新たに環境浄化の生産関
数が存在すると，両概念はどのように算定されるかを論ずる。
2. WTPとWTAの図解
公共財やアメニティが新たに消費者効用に導入された場合に，厚生変化を測定する貨幣的価値と
して支払意志額 (willingness-to-pay,WTPと略記）と受入補償額 (willingness-to-accept,WT A
と略記）があり，両者の大きさに差異が認められる。この差異の発生理由は何か，またその差異額
の範囲はいかほどであるか，の問題を最も正確に解明したと思われるのが， Hanemann(1991)で
ある。以下では彼の分析理論を詳論するが，彼の考え方の基になった Randall-Stoll(1980)の図に
よって， WTPとWTAの大きさを示すことから始めよう。
当面の公共財はいわゆる正常財（消費者の所得の変化と同じ符号で需要が変化する財）と想定さ
れる。いま一つのプロジェクトがこの公共財の量を q'から q゜ へ減少させることが確実である場合
?
y' 
I' 
' 
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＇ ＇ ＇ ＇ ， ＇ ， ＇ ＇ ＇ ' 
q 。 q ＊ q' 
?
図1 qの変化と厚生の変化
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に，この減少を避けるために消費者が支払いたいと考える最高金額がWTPであり，その減少以前
の厚生水準を維持するために補償を求める最低金額がWTAである。これらを図示するのに，図 1
の横軸に公共財の量 qを，縦軸にニュメレール（他の全財の合成）の額yを測って，出発点e(そこ
では q=q',y=y')から b点 (q=q°,y=y')へ移った場合の無差別曲線 I゜と， e点を通る無差別
曲線I'とを描き， q=q'のときの I゜ 曲線上の点をd,q=qoのときの I'曲線上の点を aと記すと，公
共財が分割不能な財であるとして， edの直線の長さがWTPを，そして abの直線の長さがWTA
を示すことが分かり， WTAはWTPより大きいように見える。
しかし当面の公共財が分割可能な財であって，一定の価格Pで取引できるならば，一Pの傾きの
価格線をb点から右下方向へ引くと，それは I゜ 曲線より上位で， I'曲線より下位に在る一つの無差
別曲線I*に接する (jが接点）。公共財の q゜ への減少の後に，消費者はb点から j点へ移動して厚生
を高めると考えられ， j点では q=q*とy=y*になる。したがってy'-y*とq'-q*の両方の減少に
対してのWTPはef直線の長さ (=y'-y*十p(q'-q*))になる。また e点にて I'曲線に接する価
格線がab直線と交わる点を Cと記すと， cb直線の長さ(=p (q'-qo))がWTAになる。なぜなら
ばC点から価格線に沿って e点へ到着できるから。 ef=cbであるので， WTPはこの場合には
WTAに等しい。
3. WTPとWTAの数式
WTPとWTAを数式で表すことを目指し，公共財の量 qが与えられたときに，消費者がそれを
含む全財の効用 u(x,q)を，予算式px=yの制約の下に極大化する問題：
maxxu(x,q) subj.to px=y (1) 
の解として，第 i私的財の（普通）需要関数を
x;~h;(p, q ,y) (2) 
と書く。ここに私的財を全部で n種として，
P =(P1,P2, …，p註， X = (X1 ,Xi, ・・・ふ）
はそれぞれ私的財の価格ベクトルと需要量ベクトルを示し，それらの内積がpxで， yは所得であ
る。
h(p,q,y)=(h,,I½, …, hn) 
と記し，当面の極大効用の間接効用関数を
v(p,q,y)= u[h(p,q,y),q] (3) 
と書こう。 Vはqの増加関数と想定される。いま qがq'から q゜ へ減少し， (p,y)を不変とするとき
の極大効用は U写 V(p, q',y)から u・=v(p,q0,y)へ低下するが，図 1の無差別曲線I'とI゜ は，それ
ぞれ効用 u'とU゜に対応すると考えられる。仮に公共財を q'に維持して効用を u'から U゜ へ低下させ
るのに，所得yのみを減少させると，その額の Cは
V (p, q',y-C) = V (p, q',y) (4) 
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を満たすように決まり， Cを補償変分 (compensatingvariation)と呼ぶ。逆に公共財を q゜に減少
させて効用を以前の u'へ戻すのに， yのみを増加させると，その額のEは
V (p,q',y) = V (p, q・,y+ E) (5) 
を満たすように決まり， Eを等価変分 (equivalentvariation)と呼ぶ。図1のy軸上で見れば， C
はy'-y゜ に，そしてEはya-y'に等しいので， CはWTPを，そして EはWTAを意味する。す
なわち当面の公共財が分割不能な財である場合には， (4)式を満たす補償変分 CはWTPであり，
(5)式を満たす等価変分EはWTAを意味する。
ところで極大問題(1)に双対な支出関数は
m (p, q, u) = Ip;q;(p, q, u) (6) 
と表される。ここに q;fま(1)での極大効用 Uをもたらして，支出pxを最小化する第i私的財の補償
需要関数である。 ((6)式右辺の 2はiが1から nまで変化するときの和を意味し，今後も同様の略
記法を使う。） m(p,q,u)はqについて減少関数であると想定される。支出関数を用いると図1の
y軸上の値はつぎのように表される。
y'= m (p, q・, u0) = m (p, q', u') 
y・=m (p, q', u0), ザ=m (p , q0, u') 
かくしてWTPのCとWTAのEは
C = m (p, q・, u0) -m (p, q', u0) 
E=m(p,q0, u')-m (p,q', u') 
と書きかえられる。
4. 公共財に代替の私的財が存在する場合
(4') 
(5') 
当面の公共財に完全代替可能な私的財が存在する場合には， WTPとWTAが一致することを証
明しよう。いま第1私的財をそのような代替財とすると， qはX1と同性質をもつので，効用関数を下
記のように表現できる。
u(x, q) = il(x1十y,(q).~. …ぶ） (7) 
ここに V,(・）は増加関数で， il<・）は n個の変数に連続的で，強い意味の準凹関数である（付録にて定
義される）。極大効用の解が内点解であるものと想定すると，結果として得られる間接効用関数は
V (p, q ,y) = v[P1 ,P2, .. ,Pn,Y +P1 V, (q)] 
と書くことができる。 (8)式を(4)式へ代入するとつぎのようになる。
v[p,y+P1f (q') -CJ= v[p,Y+P沖 (q•)]
したがって
P1v,(q')-C=p沖 (q•)
を得る。また(8)式を(5)式へ代入すると，
v[p,y+p沖 (q')J = v[p,y+p沖 (q・)+E] 
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となるので，
P沖 (q')=P沖 (q・)+E 
を得る。 (9)式と (9')式を比較すると， C=Eとなることが分かる。
5. 公共財の逆補償需要関数元
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(9') 
これまでは公共財の与えられた量に対してのWTPとWTAを考察したが，つぎに公共財の仮想
価格冗を想定して，公共財を含むすべての財への需要の効用極大化に基づいて，公共財の需要関数
を導出しよう。この場合に消費効用を極大化する問題は下記の通りである。
maxx,qU (x, q) subj . to px十冗q=y
この問題の解として，各財の（普通）需要関数を
X;=凡(p,n,y), q=Hq(p,n,y) 
と表して， (10)の極大効用に対応する間接効用関数をつぎのように書こう。
fJ(p,n,y)= u[H(p,n,y), Hq(p, 冗，y)]
ここに H は (H1,H2,…，Hn)の全私的財の需要関数ベクトルである。
(10)の極大効用に双対な支出関数は，
minx.q px十町 subj.to u=u(x,q) 
の極小問題の解として，
(10) 
(11) 
(12) 
(10') 
M(p,1t,U)= }:p心 (p,1t,u)+如 (p,1t, u) (13) 
と表される。ただし Gとびはそれぞれ第 i私的財と公共財の補償需要関数である。特に
q=Gq(p,n:,u) (14) 
に注目し，ここで任意にp,q,uを与えたとすると， (14)式は冗について解ける。それを
冗＝元(p,q, u) (14') 
と表現しよう。元は qの逆補償需要関数であって，当面の消費者がpの価格で自由に私的財を購入
できることを前提として，一定の効用水準を保持するために，公共財を qだけ購入するように誘引
する公共財の仮想価格を示している。
いま (14)式の中の Uをu'とu'(<u')に固定すると，
Gq(p, 冗，u')>Gq(p, 冗，u・) (15) 
の不等関係が成立する。なぜならば
Gq(p, 1t, u) = Hq[p, 冗，M(p,冗，u)] (16) 
の恒等式（西村 (1990),p.36を参照）によって， uが大きいほど， M も大きく，したがって Hqの
関数値も大きくなるからである。 (15)の関係は図2に描かれていて，そこでは縦軸に(14')の元が，
横軸に qが測られる。
(14')の中の効用 Uを間接効用 v(p,q,y)で置き換えると，元をつぎのように書くことができる。
元(p,q,y)=元[p,q'V (p, q ,y)] (17a) 
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??
分(p,q,y)
c•(p,rr,u') 
c•(p,rr ,u0) 
q• q' 
?
図2 公共財の補償需要曲線
この操作の注意として， (14')式での qが与えられた大きさであるので， uをf}(p, 冗，y)で代替する
ことは誤りで， (17a)式が正しい。ゆえに(17a)式左辺のyは(6)の支出関数によって置き換えること
が出来て，その結果，
元(p,q,u)=fi[p,q,m(p,q,u)] 
の恒等式が成り立つ。 (17a)と(17b)を用いて，
冗゜＝元(p,q°,u゜）＝元(p,qo ,y) 
冗写 fi(p, q', u') = fi(p, q', y) 
となることが分かり，これらの等式は図2においてそれぞれ¢点とッ点に対応する。当然のことを
(17b) 
言えば，元(p,q,u゜ ）の描く曲線は Gq(p,1t, u0)のそれを q軸の方向から眺めたものであり，同様に元
(p, q, u')の曲線は Gq(p,冗，u')のそれと同じである。
6. WTAはWTPより大きい
任意の p,q,uが与えられると，支出関数 m とM の間に
m(p,q,u)= M[p, 元(p,q,u),u]一元(p,q, u)•q (18) 
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の恒等関係が成立することは，それぞれの支出関数の定義から自明であろう。 (18)式の両辺を qに
ついて偏微分すると
亜!...=翌．旦色＿旦色.q--
aq a冗 aq aq ”’ 
になり，ここでシェパードの補題の一つの
aM/a冗=Gq
を代入すれば，
am (p,q, u) = 
aq 一元(p,q,u)
のmの微分方程式が得られる ((17b)式を考慮に入れること）。
(19) 
u=u゜ と置いた(19)式を， qについて q"から q'まで積分して，その結果に一 1を乗ずると， (4')式
のCが得られるので， (19)式右辺の積分値X(-1)がCに等しい。かくして下記のように Cは表
現できる。
呵・元(p,q,u0) dq 
q' 
(4") 
また(19)式に u=u'と置いて同様の積分を行えば， (5')式の Eは
E=r元(p,q, u') dq 
q' 
(5") 
となる。元(p,q,u)の描く曲線が Gq(p,冗,u)のそれと同じであることを認識して， (4")と(5")の積
分値は図2においてそれぞれ q゜郎q'とq"ayq'の領域の面積に等しいことが分かる。したがって E>
Cとなる。すなわち
WTA>WTP 
となる。この場合，当面の公共財は正常財であるものと想定していることに留意しておく。
7. 元の所得弾力性の上限と下限
(17a)の元を用いて，元の所得弾力性どを定義すると，
ど= alog元(p,q,y)alogy (20) 
である。どの値は y に依存して変化するが，そのどの上限を~. 下限を 7と記すことにすると，一
般にどは
1/~ ど ~t (21) 
の関係を保つ。したがって yのルと Yi(<y2)の値に対して
(fi-Y~(fi-Y~(舟）¢ (22) 
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の不等関係が成り立つ。（以下， Willig(1976)の方法を用いる。）
さて平均値定理を援用すると，次式を満たすようなyが， y,:;Y:; Y2の範囲内に一つ存在すると
言うことができる。
log元(p,q,yz)-log元(p,q ,Yi) = a log元(p,q ,y) 
logyz -logy1 a logy (23) 
(20)のどの定義を用いて， (23)式を書き換えると
悶：：誓=(-})" (23') 
になる。 (23')を(22)式へ挿入して
（そ）~:s::罰控翌:s(舟）C (24) 
が得られる。
いま必=m(p,q,u'),y戸 m(p, q', u') = y (<y2)と記すと， (17b)式を考慮に入れて， (24)式はつ
ぎのように表される。
[ m (p /, u') ]•::;; 欝吟::;;[~]; (25) 
つぎに(24)式でY1=m(p,q,u゜）と置き， Y2=m(p,q・,u・)=y(>y1)と書くと，下記のようになる。
[ y ] "旦戸旱卒::=;;[ ___L_]' 
m(p,q,u゜ ）冗(p,q,u) m(p,q,u') (26) 
Hanemann (1991)は(25)と(26)の不等式を使って， WTAとWTPの差額の範囲を導出したと
想像されるが，彼の命題3の導出過程は何も書かれていないので，その導出の主要な部分を次節に
おいて展開する。
8. Hanemannの第3命題
今後nキ 1とSキ 1を想定する。 Hanemann(1991)の第3命題では， (ii)の条件の中に，
"if s>l and 1 + (1 -s)A/y> 0" (27a) 
があり，また (iv)の条件の中に
"if 11< 1 and 1 -(1 -17)A/y z O" (27b) 
があるが， (27a)と(27b)のand以下の条件が必要になる点を特に明らかにしながら，この命題を証
明しよう。
以下に命題の内容とそれの証明を示す。
[Hanemann の第 3 命題］上記の (27a,b) の条件と共に， 1'/~ ど ~s, 1'/キ 1およびgキ 1を想定
すると，つぎの不等式(i)~(iv)が成立する。ただし Aは
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A=r元(p,q ,y) dq 
q" 
と定義され，図2での q・pyq'の領域の面積に対応する。
(i) 0~[1+(1-11号] 1/(1—•'-1~ 予
(ii) 0 幻—[ 1 -(1 -~)+] !/(I ーぐ） ~f幻
(ii) ら [1十(1-己]!/(!-,) - 1 
y y 
(iv) f—幻ー[ 1 -(1→1号]1/U―.i 
177 
(28) 
［証明](i)の不等式は(25)の左側の不等式より， (ii)の不等式は(25)の右側の不等式より導出
される。そして(ii)の不等式は(26)の右側の不等式より， (iv)の不等式は(26)の左側の不等式より
導出される。その中(27a,b)に関係する (ii)と(iv)の不等式を一歩一歩と導出しよう。まず(ii)の不
等式の導出を行う。
(25)の右側不等式は， (19)を考慮に入れて，
元(p,q,y)[~] ぐこ元 (p, q• u') =~ aq 
となる。 m(u')=m(p,q,u')と記して，上式を整理すると，
y 文元(p,q,y}~一am(u') • m (u')一'=-a[m(u')1ーツ(1-~)] aq aq 
この両辺を qについて q'から q'まで積分して，
Ay―ぐこ一o-s)→ [m(p,q',u') 1-'-m(p,q',u')パ］
= o -s)→ [m (p, q', u')パーyパ］
を得る。
[a] s< 1の場合には(29)式より直ちに
yパ[1 + o -s)ぷ]~m(p,q',u') i-, y 
(29) 
が導出され，この両辺に(1-~)→乗してから y を差し引いて， (5') 式を考慮すれば， (iii) の不等式
が得られる。
[b]~> 1の場合には(29)式より
(1 -~)Ay —~~m(p,q',u') i-~-y i-~ 
を得るので，
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yパ[1 +(1-;)f] s m(p,q0,u')1-~ 
となり，この両辺に{1 -~)一1乗すると不等号が逆になる（このとき， 1 + (1 -;)A/y> 0を仮定）。
かくして(ii)の不等式が導出される。
つまり [a]の場合には(1+ (l -;)A/y) > 0は成立しているが， [b]の場合には必ずしもそう
ではない。
つぎに(iv)の不等式を導出する。 (26)の左側の不等式は， (19)を考慮に入れて，
元(p,q,y)[~Jq~ 元(p,q,u゜） -am(p,q,u゜）aq 
となる。 m(u・) = m (p, q, u・)と記して，上式を整理すると，つぎのようになる。
Y―”・元(p,q,y)2一am(u゜） • m (u0) —•= -a[m(u0) 1—•/(l -11)] aq 
この両辺を qについて q・から q'まで積分して，
Ay―•2 ー (1-7'/) → [m(p,q',u0)1 —•-m (p,q•, u・) 1—•] 
= (1 -1'/)→ [y 1-•-m(p,q',u゜） 1—•] 
を得る。
[c] TJ< 1の場合には(30)式より直ちに
JI ―•[1-(1 一己]:; m(p,q',u゜） 1―” y 
(30) 
が導出され，この両辺に(1-'f/)→乗するときに 1-(1-TJ)A/y~0 を想定することによって，
A i1c1 —•l 
y[l-(1―1/)一Y ] :; m (p, q', u0) 
を得る。この両辺から yを差し引いて， (4')式を考慮すれば，
y[1-(1―n)A...] uu—~)-y~ ー C
y 
となり，これから(iv)の不等式が求まる。
[d]が>1の場合には(30)式より
y I —• [ 1-(l -11)A...]~m(p,q',u") 1―”
y 
が導出される。このとき 1-(1 -1/) A/ y > 0となるので，上式の両辺に(1-11)一1乗することによ
り
Y [ 1-(1-11凶]J/(1 —•> s m (p, q', u・
y ） 
が得られ，以下 [c]の場合と同じ仕方で， (iv)の式が導出される。
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その他の不等式も同様の導出方法で求めることができる。なお(i)と(ii)のyはm(p,q',u')で
あり， (ii)と(iv)のyはm(p,q・,u゜ ）であり，両方の mは相等しい。（証明了）
9. WTAとWTPの差額の近似値
前節の命題を用いて， WTAとWTPの差額の近似値を求めよう。いま任意の関数f(x+t)のテ
ーラー展開の 2次までの近似式
f (x+ t) =.f (x) + t I'(x) + (1/2) tザ,,(x) 
に， I(x+t)として(x+t)IIO一ど）を適用すると，
(x+ t) 10-ど)=;: X 1/0一ど）＋土xど/U-ol+ どt2 (2どー1)/(1-.)
1一ど 2 (1-~)2 X 
となり，ここでx=1と置くと，つぎの近似式が得られる。
(l+t)110-ど)::; 1 + t 十ど[2
1-~2 (1-~)2 (31) 
Hanemannの第3命題の(i)の不等式の中の(1-TJ)A/yをtへ， 7をどへ代入した(31)式を用
いると， (i)の近似式が得られる。すなわち
(i') 0 s A +1Jが/(2y)s E 
同じ方法により， (ii)・(ii)・(iv)の近似式がつぎのように得られる。
(ii') 0 s A -s-が/(2y)s C幻
(ii') Es A+砂 /(2y)
(iv') Cs A-1Jが/(2y)
(i')と(ii')を組み合わせると
A2 7一咋—Ass且こ
2y 2y 
が得られ，また(ii')と(iv')を組み合わせると
”牟sA-Cs _Aこ2y t 2y 
(32a) 
(32b) 
が得られる。 (32a)式と (32b)式を辺々加算することによって，つぎのEとCの差額の範囲の近似値
が導出される。
A2 11-~E-c~sR y y (33) 
かくして WTAとWTPの差異の上限と下限が(33)に求められ， yは図 1のy'に相当し， Aは
(28)に定義され， T/とgは(20)のどの下限と上限である。 A とyが与えられると，平均的などの値
が当面の差異の近似値
E-C=;: どが/y (34) 
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に直接的に影響する。 (20)のどの定義により，
（阜 Y(1-½~ ど=d元』元 dy ??― ― ― ? (35) 
と表現できる。ここに cとGはつぎのように定義される。
dq y 
E= -dy q （公共財の所得弾力性）
dq 元
<J=--(公共財の価格弾力性）d元 q
もし cに対してびが小さければ，どは大きくなり，それによって E-Cの差異も大きくなる。公共
財の価格弾力性は相当小さいと考えられるので，そのことがWTAのWTPを超過する程度を大き
くすると考えられる。
10. 元の所得弾力性が一定の場合
(20)において定義されたどが一定の場合には，元(p,q,y)はつぎのように表すことができる。ただ
しが・)> 0と想定する。
元(p'q'y)= </,(p'q) • y• 
(36)式の対数をとって， logyについて微分すると (20)に帰する。
いま</,(.)の qに関する積分を
D(p,q)=悩(p,q)dq
と表すと， (28)のAの定義は下記の通りに書かれる。
A=y•[D (p,q')-D (p, q')] 
したがって WTAとWTPの差額は， (34)より
E-C=, どy躇ーl[D(p, q') -D (p, q゜）J2 (39) 
と表される。 (39)式右辺は明らかに正値をとり， (35)を考慮に入れると，その値は公共財の価格弾
(36) 
(37) 
(38) 
力性 Gが相対的に小さいほど，大きくなることも明白である。
11. 環境浄化関数の導入
これまでの分析では，公共財そのものが消費者効用の変数の一つと考えられていた。しかし効用
の中に環境快適性を入れると，その快適さを増大させる公共財は，環境浄化の中の変数であって，
効用への直接的要因ではない。以下， Courant-Porter(1981)のモデルを援用する。
例えば高速道路が建設されると，騒音とか空気汚染が増大して，生活環境の快適性が減少する。
環境快適性を取り戻す（または不快性を回避する）ためには，防音壁や植林という公共財を用いる
必要がある。このような場合には，高速道路建設をパラメータ (Z)として，防音壁や植林を公共財
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(Q)で表すと，生活環境の快適度は ZとQの関数(F)となり，
F=F(Q,Z) 凡>0'凡<0 (40) 
と表示できる。当面の消費者効用(U)は環境快適度(F)と一般私的財(X)に依存した形
U= U(F(Q,Z) ,X) (41) 
をとる。私的財価格を 1として，消費者は予算
冗(Z)Q+X=Y (42) 
の制約下に Uを極大化する。 (42)式における Yは所得を， 1tはQの仮想価格を示し， 1tはZが増
すと上昇するものと考えられる。すなわち
冗;..(=血/dZ)> 0 (43) 
なお(40)において凡は aF/aQ,凡は aF/aZを表す（以下，同様の表記慣行に従う）。また
Fqq< 0 (凡は Qの増大に逓減的） (44) 
を想定する。
この効用極大の 1階条件を解くと，
冗仏=Uf•Fq 
が得られる。ここで不飽和状態を考えると
UA= aU/aF) > 0, 仏<=au/ax)>o 
である。
等式叫Q+dX=dY=0の条件の下において真に極大効用となるための2階の条件は
(45) 
(46) 
2Uf仏Ufx―Ux2Uff-U/Uxx> 0 (47) 
であるが， (45)式を(47)式へ代入して整理すると，
-2冗凡Ufx+Fq2Uff十がUxx< 0 
になり， (48)式へFqqUf(< 0)を加えて，
△ ＝がUxx+Fq2Uff-2冗凡Ufx+FqqUf < 0 
を得る。
いまパラメータ ZがdZだけ変化したとすると， (42)式の変分は
冗'zQ十冗
dQ dX dY 
7 十互=clz
になる。そのときの効用の変化の式
璧=Uf (Fq巻＋凡） +V磨
ヘ， (50)式から dX/dZを代入すると，
器=U.尤+(uf応鴫）璧＋仏（翡—冗＆）
(48) 
(49) 
(50) 
になり， (45)式を考慮に入れて，効用水準不変を保持するとしたら，つぎのように整理される。
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＞。 (51) 
(51)に求められた dY/dZは， Zの増大に対して，以前の効用水準へ戻るために等価の所得の補償
額を示していて， dZ(>0)に対する受入補償額WTAを表すと考えられる。
当面の極大効用の間接効用を
V = V (Y, 1r: (Z)) (52) 
と書いて，これを Zについて全微分すると，
立＝立立＋立dZ aY dZ a冗冗z (53) 
になり，元の Vを保持するため， (53)式をゼロにするような Yの増分を算出すると，ロワの恒等
式
av/a冗
av/aY =F 
を考慮に入れて，
dY --;Jz= nzF >。
(54) 
(55) 
が導出される。 (55)式における所得変分 dY(=冗zFdZ)は， Zの変化 dZに対する公共財への需要
変化が生じたときに，元の効用水準を維持するために要する額であって，いわゆる補償変分と考え
られるので，それは支払意志額WTPである。
この節での分析を Hanemann流の方法によって一層精緻に行うこと，そして実際への応用性を
検討することが残された課題であろう。
付録．強意の準凹関数
fをn次元ユークリッド空間En内の凸集合Dの成分Xの関数として，任意のXキx・EDとa
E(0,1)について，
J(x) :=: J(x゜） のとき /(ax+ (1 -a)x0) > J(x゜）
となるならば， fはD上で強い意味での準凹 (strictlyquasi-concave)関数であると言われ，さら
に，ぷ EDにおいてヤコービアン・ベクトルf'(x゜）をもつならば， XED, Xキぷについて，
f (x) := f (ぷ） のとき j'(x゜） (x-ぷ）＞。
が成立する。
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